
３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態

（１） 当期の概況

①全般の状況

 平成１３年度のわが国経済は、個人消費が弱含みで推移するとともに、企業の生産が落

ち込み、設備投資も減少するなど、年度を通じて景気は悪化を続けてまいりました。

 この結果、当社の主たる事業である電気事業におきましては、当年度の総販売電力量は

１，３９７億８千万キロワット時と前年度にくらべて２．２％の減少となりました。

　その内訳を見ますと、「電灯」は、夏場後半の低気温や暖冬の影響により、

４４３億５千万キロワット時と前年実績を０．１％下回りました。また、「電力」および

自由化の対象である「特定規模需要」につきましては、主に景気の悪化により産業用の需

要が減少した結果、「電力」は５５０億キロワット時と前年実績を１．７％下回り、「特定

規模需要」は４０４億３千万キロワット時と前年実績を４．９％下回りました。

　供給面では、夏場前半の猛暑により最大電力需要が３，３０６万キロワットと５年ぶ

りに過去の最大実績を更新いたしましたが、水力・火力発電所の運転計画を変更するなど

機動的な供給力確保に努めた結果、安定した需給状況を維持することができました。

　一方、その他事業におきましては、厳しい経営環境にはありますが、グループ外への

販売の推進や新規事業の展開を進めており、なかでも情報通信事業では、平成１３年６月

からＰＨＳを利用したインターネット接続サービスやマンション向けインターネット接続

サービスなど、光ファイバネットワークをベースとした多様なサービスを開始いたしまし

た。

　以上のような事業展開のもと、当年度の売上高（営業収益）は２兆６，５１５億円

（前年度比０．１％の増加）、営業利益は３，１９３億円（前年度比６．３％の減少）、経

常利益は１，５９５億円（前年度比５．８％の減少）、当期純利益は１，２８４億円（前

年度比４．６％の増加）となりました。

　 　



　　 ②セグメントの状況

事業の種類別セグメントの業績（相殺消去前）は、以下のとおりです。

電気事業

　収入面では、総販売電力量が減少いたしましたことに加え、平成１２年１０月に実施し

た電気料金の引下げが年度を通じて影響したことにより、電灯電力料収入が減少し、売上

高は２兆５，１７８億円（前年度比２．５％の減少）となりました。

　一方、支出面では、購入電力料が増加いたしましたが、原子力発電所の高稼動などによ

り汽力発電用の燃料費が減少したことに加え、経営全般にわたる徹底した効率化を推進し、

修繕費や資本費等の節減に努めました結果、営業費用は２兆２，０６１億円（前年度比

１．７％の減少）となりました。

　この結果、営業利益は３，１１７億円（前年度比７．２％の減少）となりました。

情報通信事業

　収入面では、新規事業の展開などにより売上高は６８５億円となりました。

　一方、支出面では、連結子会社各社においても効率化を推進しましたが、営業費用は

７５３億円となりました。

　この結果、営業損失は６８億円となりました。

　当年度は、㈱ケイ・オプティコムにおいて「ｅｏ６４エア」、「ｅｏメガファイバ（マン

ションタイプ）」といった新サービスを開始した直後であり、収支はマイナスとはなって

おりますが、お客さまからのお申し込みにつきましては、順調に推移しており、今後、収

支改善が期待できるものと考えております。

その他の事業

　収入面では、グループ外への販売の推進や新規事業の展開を進めており、また、全子会

社連結決算の実施に伴い連結対象子会社が増加したことなどにより売上高は

３，７３８億円となりました。

　一方、支出面では、効率化を推進し、営業費用は３，６３６億円となりました。

  この結果、営業利益は１０１億円となりました。



③生産・販売の状況
【需給実績】 （単位：百万kWh）

種　　　　　　別 平成13年度
(平成13年4月～平成14年3月)

平成12年度
(平成12年4月～平成13年3月)

前年度比(%)

水 力 発 電 電 力 量 13,745 14,426 95.3
火 力 発 電 電 力 量 36,167 41,141 87.9

自
社

原 子 力 発 電 電 力 量 72,319 70,036 103.3
20,359 17,310 117.6

他 社 受 電 電 力 量
△　  131 △     74 176.9
15,231 18,967 80.3

融 通 電 力 量
△  1,785 △  3,111 57.4

揚水発電所の揚水用電力量 △  3,451 △  2,877 120.0

発
受
電
電
力
量

合　　　　　　計 152,454 155,818 97.8
損 失 電 力 量 等 △ 12,675 △ 12,966 97.8
販 売 電 力 量 139,779 142,852 97.8
出      水     率     (％) 87.7 95.1 ―

(注) 1.他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。
2.揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量である。
3.販売電力量の中には自社事業用電力量(平成13年度238百万kWh、平成12年度255百万kWh)を含んでいる。
4.平成13年度出水率は、昭和17年度から平成11年度までの58カ年平均に対する比である。平成12年度出
水率は、昭和17年度から平成10年度までの57カ年平均に対する比である。

【販売実績】
契約高

種　　　　　　別 平成14年3月31日現在 平成13年3月31日現在 前年度比(%)
電 灯      11,532,750      11,397,704      101.2
電 力       1,398,183       1,415,548       98.8

需要家数
(契約口数)

計      12,930,933      12,813,252      100.9
電 灯       4,208,261       3,868,613      108.8
電 力      26,674,184      26,798,949       99.5

契約電力
(kW数)

計      30,882,445      30,667,562      100.7
(注) 本表には、特定規模需要及び他社販売を含まない。

販売電力量及び料金収入

種　　　　　　別 平成13年度
(平成13年4月～平成14年3月)

平成12年度
(平成12年4月～平成13年3月)

前年度比(%)

電 灯      44,346,976      44,407,584       99.9
電 力      95,431,959      98,444,327       96.9

計     139,778,935     142,851,911       97.8

販 売
電 力 量
(千kWh)

他 社 販 売         130,870          73,968      176.9
電 灯         991,533       1,008,710       98.3
電 力       1,476,605       1,513,969       97.5
遅収加算料金           3,473           3,534       98.3

計       2,471,612       2,526,214       97.8

料 金
収 入
(百万円)

他 社 販 売           1,776           1,186      149.8
(注) 1.本表には、特定規模需要を含む。

2.本表には、下記の電力会社融通（送電分）電力量及び同販売電力料を含まない。
3.本表及び下記の金額には、消費税等を含まない。

平成13年度
(平成13年4月～平成14年3月)

平成12年度
(平成12年4月～平成13年3月)

前年度比(%)

融通電力量      (千k W h )       1,784,849       3,110,861       57.4
同上販売電力料(百万円)          15,213          26,609       57.2



　　 ④利益配分

　当社の単独決算における当期の利益配分につきましては、基本方針に基づき、１株につ

き５０円（うち中間配当２５円）の普通配当を実施することといたしました。

     ⑤キャッシュ・フロー等の状況

  当社および連結子会社は、経営の効率化によりフリー・キャッシュ・フローのさらなる

充実を図るとともに、将来の収益基盤拡大につながる新規事業を中心とした投資の推進な

らびに財務体質の強化に積極的に取り組んでおります。

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、電気事業における総販売電力量の

減少と、電気料金引下げの影響はありましたものの、経営全般にわたる効率化により、前

年度にくらべて６４２億円増加の７，５６６億円（前年度比９．３％の増加）となりまし

た。

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、情報通信事業等において設備投資

が増加いたしましたものの、電気事業における設備投資の一層の効率化に努め、また、保

有有価証券の一部売却により投融資の回収を進めた結果、前年度にくらべて５１５億円支

出が減少し、４，４６６億円（前年度比１０．４％の減少）の支出にとどまりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、上記により生じたフリー・キャッ

シュ・フローを有利子負債の圧縮に充当したほか、自己株式の買受消却に活用したことに

伴い、前年度より１，１０７億円多い、３，０５４億円（前年度比５６．９％の増加）の

支出となりました。

　以上の結果、当期末における総資産の残高は７兆５，０７５億円、有利子負債残高は

４兆４，４８３億円となり、新規に連結子会社が増加したことによる影響を除くと、それ

ぞれ１，５９１億円、２，１７６億円の減少となりました。



（２） 次期の見通し

　電気事業におきましては、前年度が平年を上回る暑さとなった影響で冷房需要が盛り上

がったため、平成１４年度はその反動を受けることや、景気の急速な回復が見込めず産業

用需要が前年を下回ると予想されるため、総販売電力量は、前年度にくらべて１．０％減

の１，３８３億キロワット時と想定しております。

　一方、その他事業におきましては、情報通信事業では、従来のサービスに加え、本年４

月からはＦＴＴＨによる超高速インターネット接続サービス「ｅｏメガファイバ（ホーム

タイプ）」を開始するなど、様々なラストアクセス手段をメニューとして取り揃え、家庭

向け、企業向けに総合的な情報通信サービスを提供してまいります。

　また、ガス事業では、従来からのＬＮＧのローリー販売に加え、導管による販売を開始

し、平成１４年度の販売量は約２０万トンを見込んでおります。

  この結果、連結ベースの売上高は通期で、前年度にくらべて１．６％減の

約２兆６，１００億円、経常利益は１，６００億円、当期純利益は１，０００億円程度と

見込んでおります。

　また、中間期につきましては、売上高は約１兆３，２００億円、経常利益は

１，５５０億円、当期純利益は９２０億円程度を見込んでおります。

　なお、次期の見通しにつきましては、以下のような前提で算定しております。

総 販 売 電 力 量                　　　　　１，３８３億ｷﾛﾜｯﾄ時

為 替 レ ー ト ( ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ )                　　　　　　１３０円／ﾄﾞﾙ程度

全 日 本 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格                　　　　　　２５ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ程度

原 子 力 利 用 率                　　　　　　　　　 ８６．９％

出 水 率                                   　１００％

 


